
平成18年度施政方針と予算
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地方交付税
75億円4,000万円
　　　(28.7％)

市税
57億9,115万円
(22.0％)42億5,620万円

　　　(16.2％)

市債

県支出金

国庫支出金
繰入金

繰越金
地方譲与税

使用料及び手数料

歳　入
　26２億
9,000万円

21億8,768万円
　(8.3％)

14億2,562万円
(5.4％)

13億5,572万円
(5.2％)

8億9,054万円 (3.4％)

７億4,000万円 (2.8％)

諸収入 ４億3,952万円 (1.6％)地方消費税交付金
5億1,000万円 (1.9％) 分担金及び負担金 ３億1,194万円 (1.2％)　　

その他 5億4,163万円 (2.2％)
3億円 (1.1％)

民生費
50億1,364万円
(19.1％)

公債費
44億7,813万円
(17.0％)

　教育費
33億3,950万円
(12.7％)

48億2,325万円
(18.3％)

農林水産業費 総務費
土木費

衛生費

消防費

商工費

30億1,594万円
(11.5％)

19億3,618万円
(7.4％)

18億2,927万円
（6.9％)

8億 9,051万円
(3.4％)

4億8,875万円 (1.9％) 議会費 2億7,409万円 (1.0％)　　
その他 2億74万円 (0.8％)

歳　出
　26２億
9,000万円

当初予算額一覧表
（単位：千円）

会　　計　　名 本年度 前年度 増減率 (％ )
一般会計 26,290,000 26,710,000 △1.6
特別会計 27,757,185 27,931,897 △0.6
国民健康保険特別会計 5,779,814 5,754,045 0.4
老人保健特別会計 6,137,071 5,827,745 5.3
介護保険特別会計 3,866,785 3,955,863 △2.3
訪問看護事業特別会計 58,791 60,408 △2.7
公共下水道事業特別会計 3,684,559 5,012,109 △26.5
農業集落排水事業特別会計 370,081 919,842 △59.8
漁業集落排水事業特別会計 1,268,541 546,884 132.0
サイクリングターミナル事業特別会計 79,868 87,853 △9.1
慶野松原海水浴場特別会計 10,119 10,308 △1.8
土地開発事業特別会計 1,594,753 799,189 99.5
産業廃棄物最終処分事業特別会計 181,718 111,672 62.7
ケーブルテレビ事業特別会計 227,024 267,974 △15.3
水道事業会計 3,369,883 3,244,329 3.9
農業共済事業会計 594,987 676,406 △12.0
国民宿舎事業会計 513,743 518,925 △1.0
広田財産区管理会特別会計 350 420 △16.7
福良財産区管理会特別会計 17,380 16,730 3.9
北阿万財産区管理会特別会計 1,134 1,034 9.7
沼島財産区管理会特別会計 584 600 △2.7
公共用地先行取得特別会計 0 119,561 皆減

　合　　　計 54,047,185 54,641,897 △1.1
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平成 18 年度

広報 

　歳出を目的別に見ると、右のグラフや下の
「市民一人当たり使われるお金」のようにな
りますが、一方、歳出を性質別に見ると、義
務的経費（必ず必要な経費）として、人件費
（職員の給与等）46 億 1,635 万円（構成比
17.6％）、公債費（市債の償還金）44億 7,798
万円（同 17％）、扶助費（福祉や医療の助成、
生活扶助等）23億 5,527 万円（同 9％）で、
これらを合計すると 114 億 4,960 万円とな
り全体の 43.6％を占めています。
　その他、投資的経費（農林水産業施設の整
備や土木施設の整備、その他公共施設の整備
等）は 58 億 3,417 万円で全体の 22.2％を
占め、物件費（臨時職員の賃金や委託料等）
34 億 2,055 万円（13.0％）、繰出金（特別
会計への繰出金）26億 3,594 万円（10.0％）、
補助費等（各種団体への補助金・負担金等）
24億 7,807 万円（9.4％）、維持補修費（公
共施設等に係る維持修繕等）3億 1,058 万円
（1.2％）、積立金（各種基金への積立）1億
590万円（0.4％）などとなっています。

　歳入で最も多いのは、地方交付税の
75 億 4,000 万円（構成比 28.7％）で
三位一体の改革や昨年の国勢調査による
人口の減少等の影響により対前年度 2億
6,000 万円（3.3％）の減となっています。
　次に多いのは市税の 57 億 9,115 万円
（同 22％）ですが、税政改正により個人
住民税が増額される一方、景気低迷の影響
による法人市民税の減少等があり、市民税
総額では対前年度 969 万円（0.5％）の
減、固定資産税も評価替え等により 7,921
万円（2.3％）の減を見込んでいます。
　3 番 目 に 多 い の は、 市 債 の 42 億
5,620 万円（同 16.2％）で対前年度 9
億 2,750 万円（27.9％）の増となって
います。なお、平成 18 年度末の市債残
高は 458 億 7,468 万円（市民一人当た
り約 85 万）となる見込みです。市債は
一般家庭における借金にあたるものです
が、一方、預貯金にあたる基金について
は、本年度に 11 億 9,835 万円を取崩す
予定で、平成 18年度末の基金残高は、27
億 6,793 万円（市民一人当たり約 5 万
円）に減少する見込みとなっています。
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※一人あたりの金額は、平成18年３月１日現在の人口54,157人で算出した値です
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